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別記様式１（第５の１関係） 

番 号 

年月日 

 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関  

公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 ○○ ○○ 殿 

 

 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく事業実施

計画の提出（変更、中止又は廃止）について 

 

 植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第 

１５号）第５の１の規定に基づき、別添により事業実施計画を提出（変更、中止又は廃止）する。 

 

 

 

注１：関係書類として別添を添付すること。 

 ２：事業実施状況報告書として本様式を用いる場合には、「第５の１」を「第８の１」、「事業実施計

画」を「事業実施状況報告書」、件名を「令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対

策事業実施規程に基づく事業実施結果の報告について」とし、別添１中「事業実施計画書」と

あるのは、「事業実施報告書」とし、実績を記載すること。 

 ３：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。 
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別添１ 

 

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく事業実施計画書 

 

１ 本事業の目的 

 

２ 本事業の内容 

   

  注：別添１－１から１－４までのうち事業ごとに必要な書類を添付すること。 

３ 経費の配分及び負担区分 

 

注１：区分の欄には、第２に掲げる補助対象経費のうち該当する経費を記載すること。 

   ２：備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、人数等）を詳細に記載

すること。なお、備考については、別葉としてもよいこととし、海外品種登録出願の場合

は、品種別、国別の経費内訳表を添付すること。 

   ３：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に委託先と委託する事業の内容及びそれ

に要する経費を記載すること。 

 

４ 事業完了予定年月日 

  令和 年 月 日 

    

５ 添付書類 

  外部へ委託する場合には、その相手先の概要がわかる資料及び委託契約書（案）の写し。 

  その他、植物品種等海外流出防止対策コンソーシアムが必要とする資料 

○○を行うため。 

※○○には、「海外品種登録出願促進対策」、「育成者権侵害対策」、「戦略的な海外ライセンス

の推進等対策」又は「種苗資源の保護」のいずれかを記載。 

 

区分 

 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

 円 円 円  

 

 

 

計     
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別添１－１ 

海外品種登録出願促進対策 

I. 品種登録に関する事項 

１.出願品種の種類及び品種名称 

品種の種類     品種名称   

複数品種の支援申請をしている場合、上記の出願品種の優先順位を記入してください 

優先順位   

 

２.育成者権者の氏名及び住所 

注：各記載欄において、記載内容を応募書類から変更する場合は、変更箇所がわかるように

修正すること。以下同じ。  
 

３.日本での出願公表日及び出願番号（出願前の品種については出願予定年月日） 

 

  
 

４.出願品種の概要（主要な特性等） 

 

  
 

５.出願品種の販売の状況（種苗及び収穫物の販売開始年月日） 

種苗の販売開始年月日： 

収穫物の販売開始年月日：  
 

６.出願国名（複数ある場合は、優先順位の高い順に記載すること） 

 

  
 

７.出願スケジュール（出願国ごとに記載すること） 

 

  
 

８.代理人の指定の有無（有の場合は、代理人の氏名等を記載すること） 

  

９.登録後の登録維持・更新費用の負担 

☐出願者が負担   ☐出願者以外が負担   ☐維持更新しない 
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（出願者以外が負担する場合は、出願者との関係を記載すること） 

 

  
 

Ⅱ. 輸出に関する事項 

１.輸出重点品目（注１）に該当する品種か。 

☐はい   ☐いいえ 

 

２.輸出事業計画（注２）に明確に記載されている輸出に取り組む品種か。 

☐はい   ☐いいえ 

（該当する場合には、輸出事業計画を添付し、今後の輸出計画を下記に記載すること。） 

 

 

 

３.フラッグシップ輸出産地（注３）応募書類に明確に記載されている輸出に取り組む品種か 

☐はい   ☐いいえ 

（該当する場合には、輸出産地の名称を記載し、応募書類を添付するとともに、今後の輸出計画

を下記に記載すること。） 

 

 

 

４.種苗法の一部を改正する法律（令和２年法律第 74 号）に基づく海外持出制限の届出を行ってい

る品種か。 

☐はい   ☐いいえ 

 

５.国内又は海外での具体的な普及・販売を実施又は実施予定の品種か。 

☐①国内で具体的な普及・販売を実施している 

☐②国内で具体的な普及・販売を令和９年度までに実施予定である 

☐③日本からの輸出により海外で具体的な普及・販売を実施している 

☐④日本からの輸出により海外で具体的な普及・販売を令和９年度までに実施予定である 

☐⑤海外でライセンス生産による具体的な普及・販売を実施している 

☐⑥海外でライセンス生産による具体的な普及・販売を令和９年度までに実施予定である 

☐⑦上記以外の品種 

①～⑥にチェックした場合は普及・販売の実施（予定）内容を具体的に記載すること。 

 

  
※ 実施している場合は、実施内容が分かる帳票等の資料を添付すること。実施予定である場合

は、具体的な普及・販売に係る計画が立てられているものに限り、当該計画に資料を添付するこ
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と。 

 

６.「育成者権管理機関」（注４）にライセンス又はライセンスの予定はあるか。 

☐ある   ☐ない 

 

７.「公的機関における海外への品種登録出願に係る判断基準の整備」（注５。以下「判断基準の整

備」という。）を実施する、又は令和９年度までに実施予定の公的機関が扱う品種か。 

☐「判断基準の整備」を実施する公的機関が扱う品種 

☐「判断基準の整備」を令和９年度までに実施する予定の公的機関が扱う品種 

☐上記以外の品種 

  ※ 「判断基準の整備」を実施している場合は、当該基準を添付すること。 

 

８.その他、補足説明があれば記載すること（輸出拡大のための重要性、侵害リスク等） 

 

  
 

Ⅲ. 出願の方法 

☐出願代理人を通じて行う 

出願手続を行う代理人名を下記に記載 

 

  
☐申請者自らが行う 

 

 ☐本事業は、「育成者権者等を構成員とした団体」として行う 

※ 該当する場合は、別添２の「事業実施団体等の概要」中に全構成員の名称又は氏名等、そ

れぞれの役割について、記載すること。 

 

Ⅳ. 経費見込み 

 

注１：区分の欄には、実施規程第２に掲げる補助対象経費のうち該当する経費を記載すること。 

２：備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、人数等）を詳細に記載

 

区分 

 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

 円 円 円  

 

 

計     
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すること。なお、備考については、別葉としてもよいこととし、品種別、国別の経費内訳

表を添付すること。 

３：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に委託先と委託する事業の内容及びそ

れに要する経費を記載すること。 

 

Ⅴ. 申請に関する問合せ先 

所属・役職 

 

氏名 

 

E メール 

 

電話 

 

FAX 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

注１：輸出重点品目 

農林水産物・食品の輸出拡大実行戦略（令和２年 12 月 15 日付け農林水産業・地域の活力創造本

部決定）において、輸出戦略上重要な品目として位置づけられた品目（果樹類、いちご等）。詳細

は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/progress/attach/pdf/index-43.pdf 

注２：輸出事業計画 

農林水産大臣に認定を受けた、単独又は共同で農林水産物又は食品の輸出の拡大を図るための事

業に関する計画。詳細は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/yusyutsu_keikaku_kohyo.html 

注３：フラッグシップ輸出産地 

農林水産大臣に認定を受けた、海外の規制やニーズに対応して継続的に輸出に取り組み、輸出取

組の手本となる産地。詳細は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/240807.html 

注４：育成者権管理機関 

育成者権者に代わり、専門的に育成者権を管理し、戦略的なライセンスや侵害の監視・対応等を

適切に行う体制及び計画を有することについて、農林水産省から認定を受けた機関。詳細は下記

参照。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/ikuseisyaken.html 

注５：「公的機関における海外への品種登録出願に係る判断基準の整備」 

食料・農業・農村基本計画（令和７年４月 11 日閣議決定）による輸出の促進の KPI に掲げる

「公的機関における海外への品種登録出願に係る判断基準の整備」を実施する、又は実施する予

定の公的機関。「食料・農業・農村基本計画（令和７年４月 11 日閣議決定）」は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/attach/pdf/index-61.pdf 

  

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/progress/attach/pdf/index-43.pdf
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/yusyutsu_keikaku_kohyo.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/240807.html
https://www.maff.go.jp/j/keikaku/k_aratana/attach/pdf/index-61.pdf


 

7 

 

別添１－２ 

育成者権侵害対策 

I. 侵害対策に関する事項 

１.対策を講じる品種の種類及び品種名称 

品種の種類     品種名称   

 

複数の支援申請をしている場合、上記の対策を講じる農産物等の優先順位を記入してください 

優先順位   

 

２. 申請者の氏名及び住所 

注：各記載欄において、記載内容を応募書類から変更する場合は、変更箇所がわかるように

修正すること。以下同じ。  
 

３. 育成者権の概要 

 ・（植物種類名（和名）、当該国の品種名、当該国の出願番号又は登録番号） 

 

  
 

４.取組の対象国（複数ある場合は、優先順位の高い順に記載すること） 

 

  
 

５.取組期間（国ごとに記載すること） 

 

  
 

６.代理人の指定の有無（有の場合は、代理人の氏名等を記載すること） 

 

  
 

Ⅱ. 輸出に関する事項 

１. 輸出重点品目（注１）に該当する品種か。 

☐はい   ☐いいえ 

 

２．輸出事業計画（注１）に明確に記載されている輸出に取り組む農産物等か。 

☐はい   ☐いいえ 

（該当する場合には、輸出事業計画を添付） 
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３.フラッグシップ輸出産地（注２）応募書類に明確に記載されている輸出に取り組む農産物等か。 

☐はい   ☐いいえ 

（該当する場合には、輸出産地の名称を記載し、応募書類を添付） 

 

４.我が国農産物の輸出力強化への貢献 

 

  
 

５.その他、補足説明があれば記載すること 

 

  
 

Ⅲ. 取組の方法 

☐代理人を通じて行う 

手続を行う代理人名を下記に記載 

 

☐申請者自らが行う 

 

Ⅳ. 経費見込み 

 

注１：区分の欄には、実施規程第２に掲げる補助対象経費のうち該当する経費を記載すること。 

２：備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、人数等）を詳細に記載

すること。なお、備考については、別葉としてもよい。 

３：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に委託先と委託する事業の内容及びそれ

に要する経費を記載すること。 

 

Ⅴ. 申請に関する問合せ先 

所属・役職 

 

氏名 

 

 

区分 

 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

 円 円 円  

 

 

 

計     
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E メール 

 

電話 

 

FAX 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

注１：輸出事業計画 

農林水産大臣に認定を受けた、単独又は共同で農林水産物又は食品の輸出の拡大を図るための事

業に関する計画。詳細は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/yusyutsu_keikaku_kohyo.html 

注２：フラッグシップ輸出産地 

農林水産大臣に認定を受けた、海外の規制やニーズに対応して継続的に輸出に取り組み、輸出取

組の手本となる産地。詳細は下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/240807.html 

  

https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/yusyutsu_keikaku_kohyo.html
https://www.maff.go.jp/j/shokusan/export/gfp/240807.html
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別添１－３ 

戦略的な海外ライセンスの推進等対策 

I. 海外ライセンスの推進等に関する事項 

１.育成者権管理機関（注１）として農林水産省から認定を受けていますか。 

☐はい   ☐いいえ 

（育成者権管理機関として認定を受けた場合には、認定に係る関連書類を添付） 

２.実施しようとする取組 

☐我が国品種の活用推進    ☐植物検疫等対応 

☐防衛的許諾モデルの構築   ☐優良品種の実践的な国内管理モデルの構築 

（取り組もうとする内容） 

注：各記載欄において、記載内容を応募書類から変更する場合は、変更箇所がわかるように

修正すること。以下同じ。 

注：複数の取組を選択した場合は、下記の記載例のように取組の番号・名称ごとに内容を分

けて記載してください。 

（記載例） 

（１） 我が国品種の活用推進 

・・・（内容を記載） 

（２） 植物検疫等対応 

・・・（内容を記載）  
 

３.申請者の氏名及び住所 

注：法人にあっては、名称及び代表者の氏名並びに住所を記載すること。 

  
 

４.取組体制（契約先が取り組むものも含め記載すること） 

・人員配置状況、役割・過去の取組実績など、育成者権に関する専門的知識及びライセンス業務に

関する知見・実務経験を有することがわかる情報（予定の場合はわかるように記載すること） 

 

  
・ライセンス契約、許諾料管理、監視・侵害対応等を適正に行うことができる組織体制・能力を有

することがわかる情報（予定の場合はわかるように記載すること） 

 

  
・品種の特性や栽培技術に関する知見を有し、栽培技術指導を行うことができる組織体制・能力を

有することがわかる情報（予定の場合はわかるように記載すること） 
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５.海外ライセンス事業計画（注２）を策定していますか。 

☐はい   ☐いいえ   ☐事業期間内に策定予定 

（該当する場合には、海外ライセンス事業計画を添付） 

 

６.国内管理事業計画（注３）を策定していますか。 

☐はい   ☐いいえ   ☐事業期間内に策定予定 

（該当する場合には、国内管理事業計画を添付） 

 

７.その他、補足説明があれば記載すること（対策の重要性、侵害の事実やリスク等） 

  

 

Ⅱ. 経費見込み 

 

注１：区分の欄には、実施規程第２に掲げる補助対象経費のうち該当する経費を記載すること。 

２：複数の取組を選択した場合は、経費見込みの内訳についても取組（１）から（４）までそ

れぞれの番号・名称を明記したうえで、取組ごとに区分して記載すること。 

３：備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、人数等）を詳細に記載

すること。なお、備考については、別葉としてもよい。 

４：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に委託先と委託する事業の内容及びそれ

に要する経費を記載すること。 

 

Ⅲ. 申請に関する問合せ先 

所属・役職 

 

氏名 

 

E メール 

 

電話 

 

FAX 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

注１：育成者権管理機関 

育成者権者に代わり、専門的に育成者権を管理し、戦略的なライセンスや侵害の監視・対応等を

 

区分 

 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

 円 円 円  

 

 

 

計     
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適切に行う体制及び計画を有することについて、農林水産省から認定を受けた機関。詳細は下記

参照。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/ikuseisyaken.html 

注２：海外ライセンス事業計画 

 「海外ライセンス指針（令和５年 12 月）」の内容を踏まえ、無断栽培を抑止しつつ、国内農業振

興とも整合する海外ライセンスの事業計画。「海外ライセンス指針（令和５年 12 月）」は下記参

照。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/attach/pdf/kaigai_license-1.pdf 

注３：国内管理事業計画 

 「優良品種の保護・活用に関する指針（令和７年７月）」の内容を踏まえ、品種の流出を防止する

ための国内管理を実施する事業計画。「優良品種の保護・活用に関する指針（令和７年７月）」は

下記参照。 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/attach/pdf/yuryo_hinsyu-1.pdf 

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/ikuseisyaken.html
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/attach/pdf/kaigai_license-1.pdf
https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/attach/pdf/yuryo_hinsyu-1.pdf
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別添１－４ 

種苗資源の保護 

I. 対象とする農産物に関する事項 

１. 

農産物等の種類     

 

取組み内容     

 

２. 申請者の氏名及び住所 

注：各記載欄において、記載内容を応募書類から変更する場合は、変更箇所がわかるように

修正すること。以下同じ。  
 

３.その他、補足説明があれば記載すること 

 

  
 

Ⅱ. 経費見込み 

 

注１：区分の欄には、実施規程第２に掲げる補助対象経費のうち該当する経費を記載すること。 

２：備考欄には、区分欄に掲げる経費の根拠（経費内容、単価、数量、人数等）を詳細に記載

すること。なお、備考については、別葉としてもよい。 

３：事業の一部を他の者に委託する場合には、備考欄に委託先と委託する事業の内容及びそれ

に要する経費を記載すること。 

 

 

区分 

 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備考 国庫補助金 

（Ａ） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

 円 円 円  

 

 

 

計     
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Ⅴ. 申請に関する問合せ先 

所属・役職 

 

氏名 

 

E メール 

 

電話 

 

FAX 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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別添２ 

 

事業実施団体等の概要等 

 

１．事業実施団体等の概要 

  

団体名 

代表者の役職及び氏名 

担当者氏名 

所属部署 

〒 住所 

電話番号 

FAX 

メールアドレス 

ホームページ 

 

事業実施団体等の事業概要  

注１：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。 
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 ２：別添１－１中の「本件出願は、育成者権者等を構成員とした団体として行う」にチェックを入

れた場合は、団体名や代表者の役職及び氏名の記載とは別に、育成者権者等を構成員とした団体

の全構成員の名称又は氏名等、及びそれぞれの役割を上記の欄中に記載すること。 

 ３：事業実施団体等の概要が分かるパンフレット等による代替も可とする。 
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別添３ 
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別記様式２（第５の２関係） 

番 号 

年月日 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 ○○ ○○ 殿 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく（変更）

交付申請書 

 

 植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第 

１５号）第５の２の規定に基づき、下記のとおり補助金の交付を申請する。 

 

記 

 

注１：区分の欄には、必要な事業を記載すること 

  ２：備考欄には、消費税仕入控除税額を減額した場合は「減額した金額○○円」を、同税額がな

い場合は｢該当なし｣を、同税額が明らかでない場合には｢含税額｣をそれぞれ記入すること。

「該当なし」の場合は、以下のうち該当するものにチェックを入れること。 

    □ 免税事業者 

    □ 簡易課税制度の適用を受ける者 

    □ 地方公共団体の一般会計 

    □ 地方公共団体の特別会計、消費税法別表第三に掲げる法人（公共法人、公益法人等）又

は人格のない社団・財団であって、当該事業年度における補助金等の特定収入割合が５％

超となることが確実に見込まれるもの 

  ３：承認された事業計画書から内容の変更がある場合には、変更箇所がわかるように加筆修正

した事業計画書を添付して提出すること。 

  ４：注３により、計画承認の事業内容から変更して交付申請書を提出する場合は、本文中の「下

記のとおり補助金の交付を申請する。」を「事業実施計画の一部を変更したので、下記のと

おり補助金の交付を申請する。」とすること。 

  ５：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。  

 

区 分 

 

事業費 

（Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備 考 国庫補助金 

（A） 

事業実施団体等 

（Ｂ） 

       円       円       円  

計     
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別記様式３（第５の４関係） 

番 号 

年月日 

 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 ○○ ○○ 殿 

 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく交付申請

取下書 

 

 

 令和○年○月○日付け農技協第○号をもって補助金の交付決定の通知のあったこの事業について、

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第１５

号）第５の４の規定に基づき取り下げる。 

 

記  

 

１ 補助事業の交付申請を取り下げる理由 

 

２ 特記事項 

 

 

 

 注：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。 
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別記様式４（第５の７関係） 

番 号 

年月日 

 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 ○○ ○○ 殿 

 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名                

 

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく事業遂行状

況報告書 

 

 

 令和○年○月○日付け農技協第○号をもって補助金の交付決定の通知のあったこの事業について、

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第１５

号）第５の７の規定に基づき、その遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記 

 

区  分 総事業費 

事業の遂行状況 

備 考 

令和○年○月○日までに完了

したもの 

令和○年○月○日以降に実施

するもの 

事 業 費 出来高比率 事 業 費 
事業完了 

予定年月日 

 円 円 ％ 円   

 

 注１：区分の欄には、別記様式１別添１の「Ⅲ 経費の配分及び負担区分」に記載された事項につ

いて記載すること。 

  ２：「事業費」の欄には、事業の出来高を金額に換算した額を記載すること。 

  ３：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏

名」を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載するこ

と。 
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別記様式５（第５の８（１）関係） 

番 号 

年月日 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 〇〇 ○○ 殿 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実績報告書 

 
 

令和○年○月○日付け農技協第○号をもって補助金の交付決定の通知があったこの事業について、

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第１５

号）第５の８の（１）の規定に基づき、その実績を報告する。 

（また、併せて精算額として補助金○○円の交付を請求する。） 
 

記 

 

１ 本事業の目的 

２ 本事業で取り組んだ事業内容及び今年度の実績 

３ 経費の配分及び負担区分 

 

区 分 

 

事業費 

 （Ａ＋Ｂ） 

負担区分  

備 考 国庫補助金 

（A） 

事業実施団体等 

（B） 

 円 円 円  

計     

 

 注１：事業の目的：別記様式１の内容と変更がない場合には、１の記載は省略できるものとする。 

  ２：本事業で取り組んだ事業内容及び今年度の実績： 

「海外品種登録出願」の場合は、出願品種・出願国ごとに進捗状況及び成果を記載すること。  

  ３：経費の配分及び負担区分：区分は、別記様式１別添１の「Ⅲ 経費の配分及び負担区分」に

記載された事項について記載すること。 

    また、備考欄には、消費税等相当額を減額した場合は「減額した金額○○○円」を、同税

額がない場合は「該当なし」を、同税額が明らかでない場合には「含税額」をそれぞれ記入

すること。 

  ４：報告の際には次の書類を添付すること。 

   （１）支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し、購入等の領収証の写し。 

   （２）外部へ委託した場合は、委託契約書の写し。 
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   （３）補助金の送金先（金融機関名・支店名、口座種類・口座番号、口座名義（フリガナ）） 

  ５：括弧内は、実績報告と同時に補助金の交付を請求する場合に記載すること。 

  ６：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。 

 

（参考）帳簿等の参考様式 

品名 規格 数量 単位 金額(税込) 納入業者 納品年月日 添付伝票番号 

        

        

合計        
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別記様式６（第５の８（４）関係） 

 

番 号 

年月日 

 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 〇〇 ○○ 殿 

 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

 令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業の仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

 

令和○年○月○日付け農技協第○号をもって補助金の交付決定の通知があったこの事業について、

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第１５

号）第５の８の（４）の規定に基づき、下記のとおり報告する。 

 

記 

 

１ 適正化法第 15条の補助金の額の確定額    金     円 

  (令和○年○月○日付け○○第○○号による額の確定通知額のうち事業実施団体等が直接支払っ

た額)   

２ 補助金の確定時に減額した消費税仕入控除税額   金     円 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税仕入控除税額 金     円 

４ 補助金返還相当額(３の金額から２の金額を減じて得た額) 金     円 

 

注：記載内容の確認のため、次の資料を添付すること。 

  なお、生産者団体が法人格を有しない組合等の場合は全ての構成員分を添付すること。 

  ・免税事業者の場合は、補助事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者の場合は所得税）

確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、売上高を確認できる資

料 

 ・簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、補助事業実施年度における消費税確定申告書（簡

易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの）一生産者団体が消費税法第 60条第４項に定

める法人等である場合は、同項に規定する特定収入の割合を確認できる資料 

 

５ 当該補助金に係る､消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 

  ［                                    ］ 

 

注：消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載するこ

と。 

 

６ 当該補助金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 

  ［                                    ］ 

 

注：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。
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別記様式７（第５の９（４）関係） 

番 号 

年月日 

植物品種等海外流出防止対策コンソーシアム 

代表機関 公益社団法人 農林水産・食品産業技術振興協会 

 理事長 〇〇 ○○ 殿 

所在地               

団体名               

代表者の役職及び氏名        

 

令和○年度植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程に基づく概算払請

求書 

 
 令和○年○月○日付け農技協第○号をもって補助金の交付決定の通知のあったこの事業について、

植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程（令和８年６月１８日付け８農技協第１５

号）第５の９の規定に基づき、下記により金○○円を概算払によって交付されたく請求する。 

 また、併せて、令和○年○月○日現在における遂行状況を下記のとおり報告する。 

 

記  

 

区 分 

 

総事業

費 

（Ａ） 

国庫 

補助金 

（Ｂ） 

既受領額 

遂行

状況

報告 

（Ｃ） 

今回請求額 

（Ａ）－（（Ｂ）+

（Ｃ）） 

残額 

事業完

了予定

年月日 

備 考 
金額 出来

高 

○月

○日

現在 

の出

来高 

金額 ○月

○日

現在

の出

来高 

金額 ○月○

日まで

の予定

出来高 

 円 円 円 ％ ％ 円 ％ 円 ％   

計            

 注１：区分の欄には、植物品種等海外流出防止・活用推進総合対策事業実施規程第２に記載された

事業名（「海外品種登録出願促進対策」等）を記載すること。 

  ２：遂行状況報告欄には、補助金の交付決定の通知のあった事業の遂行状況（金額ベース）を％

（国庫補助金総額を 100％）で表すこと（小数点以下第２位を切り上げ、小数点以下第１位

まで記載）。また、必要に応じて実施した内容を示す資料を添付すること。 

  ３：請求の際には次の書類を添付すること。 

   （１）支払経費ごとの内訳を記載した帳簿等の写し、請求書の写し。 

   （２）外部へ委託した場合は、委託契約書の写し。 

   （３）補助金の送金先（金融機関名・支店名、口座種類・口座番号、口座名義（フリガナ）） 

  ４：下線部は、第５の７のただし書による場合のみ記載することとし、記載しない場合は表中の

遂行状況報告欄は空欄とすること。 

  ５：法人等の団体として事業を実施しない場合は、「団体名」を削除し、「代表者の役職及び氏名」

を「氏名」とし、記載すること。法人の場合は、「団体名」に法人の名称を記載すること。 
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別記様式８（第10の３関係） 

  

 

財  産  管  理  台  帳 

  

 

 事業実施団体等名                

 

事 業 実 施 年 度 令和  年度 農林水産省所管補助金名   

事業 

種類 

事 業 の 内 容 工 期      経 費 の 区 分  処分制限期間 処分の状況 
摘

要 
事業 

種目 

事業 

主体 

施設 

区分 

設置 

場所 

着工年

月 日 

竣工年

月 日 
総事業費 

負  担  区  分 
耐用年数 

処分制限

年 月 日 

承認年

月 日 
処分の内容 

国庫補助金 都道府県費 その他 

          円     円     円   円      

               

計               

                

               

計               

                

               

計               

合      計          

 注１：処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。 

 注２：処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

 注３：摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付先、抵当権の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。 

 注４：この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 

 


